
Working Paper Series

『外国語教育のシステム化と教室運営－

中国語のク

― 開かれた教

現代政

(Waseda INstitu

早

WINPEC Working Paper Series No. J1610
英独仏中韓西露日の語学授業とクラス間連携－』

ラス授業と教室運営

育システムに向けて―

砂岡和子

治経済研究所

te of Political EConomy)

稲田大学

March 2017



1 
 

中国語のクラス授業と教室運営＊  

―開かれた教育システムに向けて―  

 

砂岡和子＊ ＊    

 

概要 

本文の目的は、中国語教学の連携（Articulation）に関心を寄せる学会組織

や研究グループによる取り組み事例を紹介し、教員間、クラス間、学校間、海

外教育機関との協働に向け必要な課題を検討することにある。  

第一章では現在の日本の中国語教育の特色について、学習者の選択動機や中

華圏の国際化、機械翻訳・通訳技術の高度化などの諸変化に面し、中国語教育

の目指すべき目標を示す。第二章で中国語教学に関わる基本データを挙げ、膨

大なクラス数を擁するに至った大学教養中国語が、教育資源不足や授業管理の

不徹底により、語学力の底上げに苦しむ現況を報告する。第三章で教学連携に

向けた先駆的実践を紹介する。以上の現状分析を踏まえ、第四章で今後の連携

と教育システム化へ向けて提言をまとめる。  

 

キーワード：中国語教育、教室運営、教育システム、ICT、Social intelligence 

 

１ 中国語教育の課題 

日本と中国は地政学的に近隣関係にあり、古代から現在まで文化・経済・政

治分野で不断の接触と交流を重ねて来た。その言語接触と学習も 1500 年以上の

歴史を持つ。1990 年以降、大衆レベルの人的往来と情報通信の急拡大に伴い、

日本における中国語学習人口も爆発的に膨張した（平井 2016）。この間、日本

の大学の中国語科目の実施率は上昇し続け、毎年推定 1 万 5000 以上のクラスで

50 万人近い学生が履修する（砂岡 2017）。第二外国語選択必修制度のもと、各 
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所属機関や学会、教員の不断の努力により、日本の学習者の中国語能力も間違

いなく向上している。 

とはいえ日本の大学中国語教育には課題も多い。詳細は 2 章以降に譲り、こ

こでは先に近年の中国語学習者の選択動機と、中華圏の国際化、機械翻訳・通

訳技術の高度化など外的環境の諸変化を挙げ、これらに対応するには教育担当

者間の連携が不可欠であることを指摘する。 

・変わる学習者の対中観 

1980 年代、当時の日中友好ムードの高まりの中、中国語学習者の主体は親中

派であった（安藤 1988）。近年は学習者の対中観が悪化傾向にある。国際社会

における中国の躍進とその国威発揚政策が周辺諸国の警戒心を煽り、平成 28

年内閣府が実施した世論調査では、日本国民の 8 割以上が中国に「親しみを感

じない」と回答した１。ただし 20 歳代は嫌中感がやや弱く、40 歳代と 20 歳代

は 73.3％が今後の両国関係は重要と考えている２。中若年層は現実的、実利的

な対中認識を持つと考えられる。 

2012 年我々が実施した全国大学調査によれば（以後「6 言語調査」と略称）、

中国語を選択する学生は、他言語の学生より道具的志向性が強い。中国語を選

択した動機は、高校生、大学生（有効回答数それぞれ 92 名と 4859 名）ともに

「実用性」や「必要性」が最多（約 6 割）で、次に「語学の関心」（約 5 割）を

挙げた。日中両国の緊張が高まる中、言葉の学習を通して相手を理解したいと

いうより、自らのアイデンティティを防衛する意識から中国語を習い始める新

世代が増えても不思議ではない(Vaezi 2008)３。事実、「6 言語調査」でも中国

語を選択したにも拘わらず、学生の「中国文化や中国の歴史」への興味は予想

外に低い（王松他 2014, 2016）４。 

・中国語教育の目標 

20 世紀末以降、中国経済の発展と華人の旺盛な行動力は彼らの活動舞台を世

界に広げ、ビジネスや留学、学術活動など華人と出会う場面も非中華圏へと拡

張した。彼らとの交流や交渉には高い中国語力が要求され、同時に英語も使え

ないと困る。 

片や Google 翻訳に代表される Neural network Machine Translation５の精度

が飛躍的に向上し（中澤 2017）、自動音声通訳技術も実用段階に達している。
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人工知能に負けない創造性に富んだ外国語人材の育成に向け、中国語教育の質

的変革が急がれる。初歩レベルの日本人中国語学習者を、マルチラテラル

（multilateral）な環境で、自立した言語使用者（CEFR の B レベル以上）とす

るには、個別の成功例の積み重ねだけでなく、限られた教育資源を共有し、教

育担当者間の連携が不可欠である。 

 

２ 中国語教学の基本データ  

・多様な学習者 

日本の中国語学習者は教育機関から民間まで複数のドメインに跨り、CFL

（Chinese as a Foreign Language）とはいえ、中国語母語話者との接点が多く、

既習者層が厚いのが特徴である。在日華人（中国約 80 万人、台湾約 10 万人）

や、中国圏からの留学・研修生（約 12 万人）は日本の在留外国人総数の 33%を

占める６。近年は履修者にも中国にルーツをもつ学生（Chinese heritage）や、

接触経験を持つ国際学生（International Student）が増加を受け、中国語教育

の習得場面を教室から実際にコミュニケーションが行われる社会現場へとシフ

トする試みが広がる（第 3 章国際文化フォーラムプロジェクトや「アジア学生

会議」参照）。 

・履修者数と教員構成 

 公的資料に拠れば 2014 年中国語を開設する日本の大学数は 633 校、全体の約

86％である（砂岡 2017 表１）。学習者数、教員数を示す公的資料はないが、中

国語は少なく見ても 47 万人が履修すると推定できる７。卒業要件にする大学が

多く、初級クラスのサイズは、最多が 21－30 名クラスで 45%を占め、次が 31

－40 名規模で 30%、41 人以上のクラスも 1 割弱と規模が大きい（砂岡他 2014）。 

2014 年の推定履修者 470,546 人を、平均クラスサイズの 30 名で割ると、全

国の大学に 15,685 クラスの中国語授業が存在する勘定となる。教員一人が平均

5 コマ担当と仮定すれば、必要な中国語教員は 3137 名。「中国語教育学会」は

中国語教育の代表的学会であるが、2015 年度の会員数は非専任を含め 483 名で、

本来必要な教員数の 15%の加入に留まる８。日本最大規模の「日本中国語学会」

の会員も大半が語学クラスを担当するが、2015 年国内会員数は 1202 名（含非

常勤教員）で、必要な教員数の 4 割に達しない９。教員不足は週 5 コマ以上の
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担当か大クラスで凌いでいると思われ、どちらも語学教育の質的低下を招く要

因と懸念される。 

大学に限らず語学教育は多数の非常勤講師によって支えられている。中国語

の場合、非常勤講師の比率は概ね三分の二を占める。この 20 年間、中華圏出身

の来日留学生や研究者・教員が増加の一途をたどり、教育機関や学会における

存在感を高めている。氏名から判断する範囲でも中国語関連学会員の半数強が

中国系会員と見られる。研究発表に占める比率は更に高く、「日本中国語学会」

2016 年次大会の発表は 9 割以上が中国人研究者となった１０。 

・語学レベル 

「6 言語調査」によると、中国語履修者の 7 割以上は初習者で、授業時間は

最長 180 時間、短いコースだと 90 時間に満たず、大半は CEFR の A1 レベル で

学習を終える。中国語履修者は総じてやる気はあるが、他言語と比べると内発

的な学習動機付けが弱い（砂岡他 2014a，2016a）。往年の学習者は人文科学系

が中心であったが、現在は社会科学系専攻の割合が 7 割と高く、中国語の実用

価値に魅力を感じ選択したものの、学習コストの重さを負担に感じている（砂

岡他 2014a，2016a）。授業は発音練習に多大の時間を割き、実践力の育成に有

効な教育を十分展開できない（同上）。 

こうした大学中国語教学の状況は、実は日本の英語教育が抱える課題と変わ

らない。平成 26 年度高等学校 3 年生の英語力調査結果に拠ると、「話すこと」

「書くこと」の得点は CEFR の A1 レベルに集中している１１。小学校の科目化が

事実上決定した英語教育では、文部科学省や政府がトップダウンで小中高の連

携に向けた政策を矢継ぎ早に打ち出している（文部科学省資料 2014，2016、投

野 2015a）。対して英語以外の外国語教育は国家の社会関係資本としての位置付

けが極めて弱い。このため公的な教育環境調査やデータの蓄積が少なく、中国

語も教育環境に関する全国的調査や資料もなく、議論が進まない。 

・指導方法 

中国語教育は総合型授業が多く、他の言語に比べると会話やグループワーク

を比較的多く取り入れている。学生主体のアウトプット活動の割合は 6 言語中

でも上位にあるが、その実態は発音（5 段階平均値で 4.40）や練習問題（同平

均値 3.52）など機械的練習が主で、ペアやグループ活動などを取り入れた授業
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頻度は（3.40）と減る（「6 言語調査」）。 

授業で学生とのインタラクチィブな活動が少ないのは、高校英語教育も同様

である。生徒の発話のパラフレーズ（41％）や誤りの修正（28％）を指導でき

る高校英語教員は多くない。スピーチやプレゼンテーションを行っている教員

は 28.0％留まり、ディベートやディスカッションとなると 6.9％と少数である

（文部科学省資料 2014）。2020 年実施予定の新学習指導要領では、幼稚園から

高校までアクチィブ・ラーニング（Active Learning）の実施が提唱されるが（中

教審答申 2016）、「主体的・対話的で深い学び」の実現には、教師が「ファクチ

ュアルな事実質問」に終始し、「生徒を啓発し、高次の思考を促す質問ができな

い」（文部科学省資料 2016）現況を変えてゆかない限り、絵に描いた餅に終わ

る。中国語を含め、大学の外国語教育も同様の課題を抱える。 

・テキスト構成 

他言語同様（生駒 2017）、中国語テキストにもコミュニカティブなアプロー

チによる教材が増えたが、日本で出版される教科書の大半は文法シラバスで構

成される。中国語は表層的な文法規則が少なく、その言語構造と機能の理解に

は、規範文法より語句の運用規則を身に着けることが肝要だ。対して中学高校

と英語文法に浸って来た日本人学生は、中国語学習に対しても強く文法説明を

求め、教員にとっても文法中心に進めるほうが安心して指導できる。 

第二言語学習者の文法習得研究では、意識的に学んだ（教えられた）明示的

知識（explicit knowledge）は無意識的に（自動化して）使える暗示的知識

（implicit knowledge）の習得を助けるが、無意識で自動化される知識に変わ

ることはないとされる(Krashen 1982、大関 2015）。 

日本の言語環境では、習った外国語の文法知識を実践する刺激が乏しい。外

国語教育では、反転学習（flipped classroom）など学習者を能動的な学びへ参

加を促す教授が以前からトレンドであるが（西山 2017）、テキストの形態に拘

わらず、難易度を考慮し、学生の習得に繋がる具現形（表現形）をどれだけ提

示できるか教員の指導力が試される。 

・統一教材 

テキストの統一は授業運営とシステム化の最有力手段である。初級用中国語

の統一教材を作成し、全クラスで使用する機関も増えてはいるが、導入後の検
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証が少なく、普及が進まない。 

中国語は他言語に比べ授業でマルチメディア教材を頻繁に使用している（砂

岡他 2014a）。中国および台湾の政府系教育機構による大規模かつ安価なデジタ

ル教材が豊富に存在することも要因の一つであろう。近年は MOOCs のように数

万人規模の登録者を集める欧米発 Open Course Ware も登場した１２。中国製教

材を使用するケースもあるが、語彙量や選択基準、ことにテキスト内容が日本

の文化土壌に合わず、今のところ採用には消極的な教員が多い。 

今後は達成目標が多様化する二年生以降の教材や、増加する国際学生用の英

中併記の中国語テキストを、台湾や米国、あるいは中国と共同編纂・出版する

機会が増えるであろう。筆者も監修する早稲田大学中国語チュートリアルクラ

スは授業運営自体が国際共同であるため、教材は台湾の大学との共同編纂であ

る１３。テキスト編纂過程での協同作業と討論によって、教員間の情報共有と意

思疎通が促進され、テストの自動採点やレッスンのシステム管理の開発に発展

する（中野 2017）。 

・評価と能力試験 

大学中国語科目の能力評価は定期試験や小テストなどによる。中国語能力認

定試験では中国政府主催の HSK「漢語水平考試」が代表格で、小中高生用やビ

ジネス中国語まで種類を取り揃え、孔子学院との両輪で世界中に支部がある（平

井 2016）。台湾教育部主催の TOCFL「華語文能力測驗」は CEFR に準拠するが１４、

明示的知識量を問う点は変わらない。日本の「中国語検定試験」を含む其他の

能力試験も基本理念は同様である（平井 2016）。 

各地の試験は基準語彙数や文法項目、使用字体がそれぞれ異なり、受験者は

不統一に悩む。そもそも CEFR 参照枠はトップダウン型の教育装置ではないが、

米国・中国・台湾・日本などの諸国ではこれをスタンダードの変種として活用

する傾向が強い（西山他 2013）。試験刺激による学習促進は東アジア共通の伝

統的教育システムである。中国語では能力評価方法を見直す動きはまだ弱い。 

日本の教室秩序の良さは世界でもトップクラスで（TALIS2013）、中国語の学

生たちもまじめに教室に通い熱心に勉強する。大学生にとってもクラス仲間と

の「関係性への欲求」は「有能さへの欲求」「自律性への欲求」と並び基本的な

心理欲求であり、これらの充足は学習動機づけをより自己決定的にする（砂岡
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他 2016a）。中学高校の英語授業では、能力別グループ分けは生徒たちのやる気

を高めない（文部科学省資料 2014）。教員、学生、学生の関係性を充実させる

クラス運営のほうが語学の習得効果が高い。筆者も日頃の授業体験からこの指

導観を支持したい。 

・授業運営と管理システム 

教養課程の中国語は一般に週 2 回の授業を中国語ネイティブ教員と日本人教

員がペアで担当する。日本人教員が主に文法を、ネイティブ教員は会話を指導

する場合が多いが、厳密な分担ではなく、役割を調整しつつ総合的な授業を行

うのが一般的だ（砂岡他 2014a，2016a）。授業進行に関し両者が密に教務連絡

を取るのが望ましいが、ほとんど情報交換しない場合もある。理由は主に講師

の多忙（特に非常勤は数校掛け持ちで持ちコマ数も多い）と、双方が異なるテ

キストを使用することによる。 

近 年 、 各 教 育 機 関 は 自 前 の 教 学 管 理 シ ス テ ム LMS(Learning Management 

System)を整備し、教学の一元管理を行うところが増えた。LMS は学習歴や教育

情報の共有が可能となり、教学のシステム化には欠かせない手段である（西山

2017、中野 2017、Sauzier-Uchida2017）。早稲田大学の CourseN@vi には一連の

教学管理機能のほか図 1、レポートや小テストの半自動作成、アンケート配布

と回収統計、BBS、Chat、オンデマンド映像の配置など、語学授業に使える様々

な機能があり、筆者も授業運営にフル活用する図 2。CourseN@vi を介すること

で、教材や教学情報の共有が迅速となり、授業の自動録画は学生の復習用や、

ペアを組む教員との指導法研究に閲覧できる。非常勤講師も専任と同じ使用権

限を持つが、時間の余裕がなく、使いこなす教員は半数以下と思われ、教学の

システム化が進まない原因の一つである。 
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・高大連携・留学先との連携 

個別の私立一貫校での取り組みを除き、中国語教学における公的な高等学校

と大学との教育連携（高大連携）に、大学センター入試の中国語科目を挙げる

ことができる。2015 年の受験者は 482 名と独仏中韓 4 言語中最多とはいえ、科

目選択率は英語の 99.8％に対し、中国語は 0.09％と極めて少数に留まる表１。

2015 年調査によると、中国語を開設する高校は 517 校（延べ数）、履修者数は

19,106 人である（文部科学省資料 2015）。このうちセンター入試で中国語を選

択する学生は 3％以下という計算になる。加えてセンター入試中国語受験者の

上位群は中国語ネイティブに近い生徒と推測され１６、高校（多くは随意科目）

から学び始めた学生には敷居が高すぎ、英語で受験せざるを得ない。大学セン

ター入試の英語以外の外国語科目は同様の傾向があり、教育の国際化の窓口と

しての役割は評価に値するが、多言語学習者の高大連携を支援しているとは言

い難い。 

高校の中国語学習者が継続して語学力を伸ばすには、入試制度以外に大学側

の柔軟なカリキュラム編成が求められる。既習者向けの飛び級制度や留学先で

取った単位の振替認定制度など、縦の教育連携が広がりつつある。 

早稲田大学では、中国圏の複数の大学・企業とダブルディグリー（双学位制

度）やインターンを含む充実した現地研修制度を設け、毎年多数の学生が学部

在学中に参加する（Sauzier-Uchida 2017）。留学先単位の振替認定制度など事

務レベルでの連携はあるが、教学面の国際連携には至っていない。将来、CEFR

言語パスポートのような機関や国を越えた言語運用能力証明機構の設立が望ま

れる。 

・学内の連携 

本シリーズ所収論文に見るように、各所属機関内で行う横の連携は多い（中

野 2017、Sauzier-Uchida2017、西山 2017、生駒 2017、金子 2017、四宮 2017）。

限られた教学資源を学内で共有するシステムとして、筆者が勤務する早稲田大

学の学部横断型の Global Education Center（GEC）を例に挙げる。GEC では学

際的な基盤教育、リベラルアーツ、語学クラスを数多く設置し（中野 2017、

Sauzier-Uchida2017）、全学オープン科目として提供する。 

筆者が監修する「チュートリアル中国語」「学生遠隔会議」「中国の社会」な
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ど、学部単独では設置が難しい極少人数会話実践クラスや、上級クラスが含ま

れる。2016 年度設置の中国語科目は約 50 コース、80 クラスあり、言語ごとに

科目マップを作成し履修選択の便に供している１７。数年前からは中国語の一方

言である広東語講座が GEC に開講した。中国本土では冷遇視されがちな方言で

あるが、ハーバード大学など複言語主義に立つ海外の教育機関でも多言語展開

が進む（劉 2016）。複言語主義に立脚し、日本で多言語講座を提供する意義は

大きい。 

初級から中上級までの「チュートリアル中国語」は「チュートリアル English」

の中国語版である。Instructional Design model をベースに E-Leaching を効

果的に組み合わせ、ICT 関連企業と共同で授業運営を行う。「チュートリアル

English」のシステム構築と更新に際しては、教学効果を学術的に検証し、完成

度の高い授業モデルとして全学規模での実施が実現した（Nakano 2017, 中野

2017）。 

・機関を跨いだ連携 

中国語教学で機関を跨いだ連携はまだ少ない。国際文化フォーラム（TJF）が

支援するプロジェクトは外国語学習の指針づくりを目指す。当初、中国語と韓

国語の高校教員に大学教員が加わり、現在、ドイツ語、フランス語、アラビア

語、スペイン語、ロシア語、日本語、英語の 9 言語の混成チームに発展した（四

宮 2017）。教員研修会を開催し、『外国語学習のめやす』を刊行。現場での活用

を共有する教員研修会を開催し、ベストプラクティス授業のノウハウを統一フ

ォーマットの形で公開する。Web 上で「おしゃれなフランス語、かわいい中国

語」など多言語合同授業を含む実践例を多数閲覧できる１８。中国語版「めやす」

は CAN-DO 指標に基づき、約 300 のタスクと各タスク遂行に必要な中国語文型を

公開する１９。「めやす」は「言語、文化、グローバル社会領域を統合した総合

的コミュニケーション能力の育成」を志向し、上掲 3 領域の記述化を試みるが、

人間の言語活動を狭いモジュールに押し込んだ結果、異文化の恣意的切り張り

感は否めない。 

語学学習には至る処に言葉の背景にある文化理解が潜んでいる。時として教

員が提示する「異文化」は学習者の共感だけではなく、反感を引き起こす諸刃

の剣となる。異文化は固定的な知識伝授ではありえず、自文化と異文化との関
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係性の中で（四宮 2017）、異文化間教育として捉える必要がある（西山他 2015）。 

・海外との教学連携 

孔子学院はじめ中華圏との教学連携もあるが（平井 2016）、筆者は華人コミ

ュニティーと共同で、異文化間交流授業「アジア学生会議（Asian Students’

Conference）」を組織してきた。CCDL（Cross-Cultural Distance Learning）の

中国語版で、インターネットで華人圏の大学と接続し、学生同士が対面討論を

行う。参加校は入れ替わりがあるが、2016 年現在、早稲田大学東京と北九州分

校、北京大学、台湾師範大学、慶應大学がほぼ毎週ビデオ会議を行う。参加者

たちは長期にわたる討論を通じ異文化への共感を育み、自律的組織能力を磨い

てゆく（砂岡 2016b，Sunaoka2016）。「主観の共有」は社会的意思決定の質の向

上につながると期待され（西田他 2009）、総合的な外国語能力も向上する。 

臨時や短期間の中国語遠隔交流はあるが、16 年間授業科目として継続する例

は寡聞にして知らない。接続支援や機器など条件が整わないこともあるが、そ

もそも日本の大学には母語話者と討論できるレベルの学生が少ない。幸い本学

は華人圏からの留学生も留学帰国者も多い（Sauzier-Uchida 2017）。たとえ流

暢ではなくとも高度な実践の場を授業で提供することは、やがては全体の語学

力の底上げに繋がる。 

・科目間の連携 

「中国の社会」は筆者を含む 12 名の教員によるオムニバス講義である。すべ

て中国語による講義で、テーマは華人社会に関する政治、外交、経済、法律、

環境、科学技術、報道、国際文化、歴史、宗教、言語など多面にわたる。中国

語で専門科目を学習する Content & Language Integrated Learning (CLIL)に

分類できよう。 

講師は専門も国籍も異なり、北京、上海、台北と結ぶ遠隔講義では、自国の

大学では語らない／語る必要のない／語れない国際クラス向けの内容が盛り込

まれる。受講生も理系を含む全学から集まり、華人圏からの留学生と留学経験

者から成る混成クラスである。質疑応答や毎回講義終了後に提出するレポート

には、出身地域で意見が対立するテーマもあれば、反対に文学や文化では華人

圏共通の心理的一体感が生まれやすい。国や出身に縛られない大学という公共

空間で、国際社会の不公正や不正義を論じる意義は大きい。（砂岡 2016 b，2016 
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d，Sunaoka2016）。 

 

４ 教育システムの構築に向けて  

・クラス授業を開く 

早稲田大学が開設する英語を除く外国語科目は 25 種類あり、そのうち中国語

の履修者は 10 年来、2 万人前後で推移する。文学部を除く大半の学生は教養語

学として中国語を履修する。筆者は主に政治経済学部の非専攻中国語初中級ク

ラスを担当する。現在政治経済学部の第二外国語教育カリキュラムは、週２回

のスタンダードコースに加え、週４回授業のインテンシブコースがある（生駒

2017）。中国語も他の外国語同様、CEFR 共通参照レベルの A1 から C1 までを到

達目標とし、中国語の“聴説読写”の基礎力を総合的に習得できるよう指導す

る。週４回の集中コースは学生の需要も高く、在学中に中国圏に長期留学する

学生も多い。週２回のスタンダードコースは 40 名規模の大クラスで、年間 200

時間に満たない授業時間内に全員が基礎力を習得できるよう、第二言語習得の

理論や実践例に学び、効果的な指導法を探求して来た。 

筆者が目指すのは、１教室、１教員、１学習者に閉じない/固まらない学習環

境 を デ ザ イ ン し 、 Skills-Based で あ り な が ら 学 習 者 の 自 律 性 （ Learner 

autonomy）を活かし、初中級授業でもできる CLIL である。具体的には、可能な

限り中国留学生に授業に参加してもらい、語学指導の補助を依頼する。幸い学

内には 3000 名近い華人系留学生が在学し、Teaching Assistant 制度も利用で

きる。 

教室を多言語・多文化環境にすると、教員・学習者・留学生の三者ともに刺

激に満ちた教学体験ができる。学生は相互インタラクションでは正解が一つで

はないことを悟り、教員は自身の誤認や不知をネイティブから即時に指摘して

もらえる。中国留学生は自身の母語と文化に誇りを抱くと同時に、相手の受容

との溝は深いことに気づく。三者は時に教える側に立ち、反対に学ぶ側に回り、

立場を変えて「教学」の同時者となる。 

留学生と国際交流の機会は他校でも多いが、大半が課外活動であり、正規授

業での接触は一般的ではない。現行制度の大学講義は言語別・コース別に開設

され、教員、留学生、地元学生が言語別に住み分け状態にある（Sunaoka 2016）。
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中国語は身近に中国人材と情報が豊かにあり、資源を繋ぐことで学習と習得の

質的向上をはかると同時に、異文化間の対話の扉を開くことができる。欲張り

過ぎて難易度を無視した内容とならないよう、指導力が問われるのは言うまで

もない。 

・社会との連続性の回復 

以上、自身の実践を含む管見の範囲で日本の中国語教学の現状と、連携に向

けた課題を取り上げた。 

日本国内の中国語の学習人口は、中国経済の成長に押され拡大してきたが、

その勢いも昨今は陰りが見える。実用偏重の語学教育は外的要因で浮沈が激し

い。必修外国語枠に守られ、大学の中国語も全国数千に及ぶクラスを開講する

まで増加した。量的拡大に対し、質の保証に関しては、担当教員に授業管理が

任され、確かめるすべはない。授業時間は依然大幅に不足し、初歩どまりの学

習者を社会へ送り出している。 

小学校での英語科目必修化に世の関心が集まるなか、英語以外の外国語の改

革に向けた議論は低調である。グローバル言語となった英語は、教育部門の学

会だけで 2016 年度会員数が約 2600 名と２０、他言語に比べ圧倒的陣容を誇る。

学会から国家言語政策へ迅速に対応し、国際学術連携にも積極的に参画する

（Nakano 2017）。中国語は教学環境面では英語に及ばないが、アジア地域の優

勢言語としての強みを生かし、言語教育を国の社会資本として連続性を回復す

る取り組みを急がねばならない。 

中国語はフランス語、ドイツ語など欧米言語と比較すると、中国からの学術

文化資源の輸入超過から脱し切れない。加えて言語文化の発信母体が大陸と台

湾の両岸に分断したままで、「国際中国語」の合意形成が遅延している。中国語

研究や教育の国際連携で日本の主体的発信不足は否めない。包摂的な言語共同

体を作り上げてきたヨーロッパの言語教育理念に学ぶことは多い。日本の中国

語学界は両岸言語文化の連続性回復を仲介すべく、連携活動が進行中である。 

国内外を問わず、連携のためのシステム設計は柔軟かつ包摂的であるべきだ。

言語活動は人間生活のあらゆる領域に深く関わり、語学教育のプロセスも複雑

で多岐にわたる。大学教養語学担当の教員は、専門領域も教育理念も異なるが、

みな自分の教授法には自信を持っている。自身の教授法に強い信念を持つ教員
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